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発行にあたって

当社は1996年( 平成8 年)10 月15日をもちまして、創立100周年を迎え、このたびこれを記念

して「夢を形に 川崎重工業株式会社百年史」を発行いたしました。

当社の正史としては、1936年に「川崎造船所四十年史」、1959年に60年史として「川崎重工業

株式会社社史」を発行いたしております。今回の社史では、60年史以降の製品・技術の変遷を中

心に記述いたしております。

顧みますと、当社は1896年( 明治29年) に株式会社に改組し、初代社長に松方幸次郎が就任し

て以来1 世紀、創業者の川崎正蔵が東京・築地に個人経営の川崎築地造船所を設立して造船業に

乗り出してから数えると、すでに120年近くの歳月が経過いたしております。

初代社長 松方幸次郎は、わが国産業の近代化が進む中で、常に先見性をもって造船以外の機械、

車両、製鉄、鉄構、航空機、海運などの新しい事業分野に次々と進出して業容を拡大し、今日の

陸・海・空にわたる総合重工業としての基礎を確立していったのであります。

この間には、当社にとっては、第1 次世界大戦後の大不況、金融恐慌に端を発する経営危機、

第2 次世界大戦と戦後の企業再建整備、急激な円高の進行と深刻な造船不況、さらには1995年の

阪神・淡路大震災などの厳しい試練に遭遇し、会社が危急存亡の淵に立だされることも幾たびか

ありましたが、その都度これらの難局を克服して、今日わが国有数の基礎産業企業の一つとして

発展するに至ったのであります。

これも偏に先人たちの英知と努力および全従業員の一致協力は言うに及ばず、株主各位をはじ



め官公庁、金融機関、取引先さらには地域の方々など関係する皆様方の暖がいご指導とご支援の

賜物であり、これを機会に心がら感謝申しあげる次第であります。

今後のわが国経済は依然先行き不透明であり、加えて「メガコンペライション」と言われる国

際社会における熾烈な競争のながで生き残りを図り発展していくためには、今まで以上の抜本的

な事業構造の転換を迫られることは必至であります。

当社はこうした厳しい経営環境の中で次の100年を乗り切っていくためのキャッチフレーズと

してNew  Beginnings を定め、この100周年の節目を「新たな始 まり」と位置づけ、思いを

新たに、全社の総力をあげ、来るべき21世紀を視野に入れた経営の改善・改革に取り組んでまい

ります。一方、「製造業こそ経済・社会発展の原動力である」との信念のもとに、品質・コスト・

納期において世界に通用する製品を送り出し、経営面ではあらゆる外的環境の変化に耐えられる

「柔軟で強靫な経営体質」の構築を念頭に、物造りに徹した経営を行い、関係の皆様方のご期待

に応えていく所存であります。

本書を通じて当社に対するご理解をより一層深めていただくとともに、あらためて今後とも一

層のご指導、ご鞭撻を賜わりますよう心からお願い申しあげます。

1997年6 月 川崎重工業株式会社

取締役会長兼社長大 庭 浩
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